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研究成果の概要：本研究の課題は、選択実験において、従来考慮されなかった非補償型選択ル

ールを持つ消費者を明示的に取り入れ、多様な選択ルールを持つ消費者の選好を捉えて分析モ

デルの精度と推計される消費者評価額の信頼性を高めることであった。補償型選択ルールと非

補償型選択ルールを包摂するモデルとして Random Parameter Logit Model を適用し、被験者（消

費者）ごとのパラメータ推定および評価額の導出を行った。 
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１．研究開始当初の背景 

選択実験（選択型コンジョイント分析）に
よる消費者選好分析では、評価対象財（商品）
を複数の属性（価格、ブランド、デザインな
ど）の組み合わせと考え、消費者は各属性へ
の評価に基づいて個々の商品に対する選好
を形成し、各属性から得られる効用の総体が
最も高まる商品を選択することを前提とし
ている。従来の選択実験による食品安全性の
消費者選好分析では、品質の悪さを価格の安
さで補うといった属性間の評価に補償関係
を仮定する「補償型選択ルール」に基づいた
分析モデルが適用されていた。しかしながら、
食品安全性分野においては、「どんなに安か

ろうと輸入農畜産物は購入しない」あるいは
「どんなに高かろうと国産農畜産物を購入
する」といった属性間の評価に補償関係を仮
定することが困難な「非補償型選択ルール」
を持った消費者が存在し得る。 
非補償型選択ルールを持つ消費者が多く

存在する場合、補償型選択ルールを仮定した
選択実験の結果は、評価対象財の市場価格と
はかけ離れた消費者評価額を導出したり、選
択実験への回答を拒否することによる欠損
データの増加などの問題が生じる。したがっ
て、定量的な消費者評価額の推計が特長とさ
れる選択実験において、従来考慮されなかっ
た非補償型選択ルールを持つ消費者を明示
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的に取り入れ、多様な選択ルールを持つ消費
者の選好を捉えて分析モデルの精度と推計
される消費者評価額の信頼性を高めること
は、費用便益的な視点から食品安全性確保政
策を検討する上で極めて重要な意義を有す
る。 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は、従来の表明選好法による

食品安全性に対する消費者選好の解明を目
的とした研究において一般的な仮定として
置かれていた補償型選択ルールを拡張し、非
補償型選択ルールを持つ消費者の行動を明
示的に取り入れた新たな選択実験による食
品安全性の消費者評価を実証的に明らかに
し、消費者への食品安全性情報提供のあり方
に示唆を与えることにある。具体的には、遺
伝子組換え作物及び輸入農畜産物に対する
消費者評価分析を実施し、非補償型選択ルー
ルを持つ消費者の食品購入行動に与える要
因を解明する。 
 
３．研究の方法 
（１）分析モデルの検討 
 農業経済学分野において非補償型選択ル
ールを持つ消費者の商品購入行動を明示的
に分析モデルに導入した研究は初めてと考
えられることから、これらの研究蓄積におい
て先行している交通経済学分野およびマー
ケティング･リサーチ分野の研究事例を参考
としつつ、食品安全性を分析対象とする場合
に要する改良点の有無などについて検討す
る必要がある。 
 分析モデルの検討に当たっては、具体的に
以下の点に留意して実施する。 
①補償型及び非補償型選択ルールを包括的
に扱うことが可能な分析モデルについて検
討する。 
②食品表示の有無といった二値データの場
合と価格などの連続データの場合における
非補償型選択ルールの設定方法について食
品安全性問題への適用に即して検討する。 
（２）プレテストの実施 
 選択実験において、プレテスト（事前の試
験的調査）の実施は、質問項目および分析モ
デルが適切に設定され、実行可能性が確保さ
れているかを検討する上で必須である。具体
的には、①評価対象財を構成する属性とその
水準数を適切に設定しているか、②非補償型
選択ルールを持つ消費者を検出し、非補償型
選択ルールが適用される水準を求める質問
が機能しているか、③選択ルールに影響を与
える要因を捉えるための質問が適切に設定
されているか、について検討する。 
（３）本調査の実施 
 プレテストでの検討をふまえて、本調査を
以下の特徴をもつ評価対象財を中心に実施

する。 
①非補償型選択ルールを持つ被験者が多く
観察されることが予想される財・サービス。
具体的には、遺伝子組換え作物やクローン技
術、放射線照射技術など被験者にとり馴染み
がない新たな科学技術の適用を属性として
もつ食品などが考えられる。 
②非補償型選択ルールと補償型選択ルール
が同程度観察されることが予想される財・サ
ービス。具体的には、低カロリー、ビタミン
添加など健康食品としての機能が属性とし
て付加された食品などが考えられる。また、
ブランドなど嗜好品的な属性についても
財・サービスに対する評価が個人によって大
きく異なることが予想され、非補償型と補償
型の選択ルールが混在したデータが得られ
ると予想される。 
③環境属性などの食品安全性以外の属性に
関する選択ルールを検討するために、エコラ
ベルや地場産表示などの属性が付加された
財・サービスについて検討する。 
 
４．研究成果 
（１）分析モデルの検討結果 
 農業経済学分野において非補償型選択ル
ールを持つ消費者の商品購入行動を明示的
に分析モデルに導入した研究は極めて少な
いことから、これらの研究蓄積において先行
している交通経済学分野およびマーケティ
ング･リサーチ分野の研究事例を参考としつ
つ、食品安全性を分析対象とする場合に要す
る改良点の有無などについて検討した。 
 分析モデルの検討に当たっては、具体的に
以下の点に留意して実施した。 
①補償型及び非補償型選択ルールを包括的
に扱うことが可能な分析モデルを検討した。 
②食品表示の有無といった二値データの場
合と価格などの連続データの場合における
非補償型選択ルールの設定方法について食
品安全性問題への適用に即して検討した。 
③実態調査を併せて実施し、購買実態に即し
た調査方法、分析モデルとなるよう検討した。 
 検討の結果、本研究では、分析モデルとし
てランダムパラメータ・ロジットモデル
（RPL: Random Parameters Logit Model）
の適用を試みることとした。RPL モデルは、
従来のモデルとして広く適用されてきた
Conditional Logit Model に比べて次の利点
を有する。第 1 に、誤差項の分布が独立で同
一であるという IID仮定から課せられる無関
係な選択肢からの独立性（IIA）の制約を緩
和できるといった特長をもつ。第 2 に、回答
者間や選択場面でのパラメータ変動を許容
する特長をもつ。つまり、評価対象属性ごと
に、被験者個人のパラメータの推定が可能で
あることを意味する。この特長を利用するこ
とで、補償型選択ルールおよび非補償型選択



 

 

ルールの双方の存在を許容するモデルの構
築が可能となる。 
（２）プレテストの実施結果 
 選択実験において、プレテスト（事前の試
験的調査）の実施は、質問項目および分析モ
デルが適切に設定され、実行可能性が確保さ
れているかを検討する上で必須である。①評
価対象財を構成する属性とその水準数を適
切に設定しているか、②非補償型選択ルール
を持つ消費者を検出し、非補償型選択ルール
が適用される水準を求める質問が機能して
いるか、③選択ルールに影響を与える要因を
捉えるための質問が適切に設定されている
か、についてインターネットを利用した
WEB 調査によるプレテストを実施した。 

評価対象財は牛肉とし、非補償型選択ルー
ルの表明が予想される属性として、産地属性
と放射線照射殺菌技術の適用を属性に設定
した。分析の結果、産地属性では、国産牛肉
の選択に固執するポジティブな非補償型選
択ルール、あるいは、米国産牛肉の選択を拒
絶するネガティブな非補償型選択ルールの
存在が示唆された。また、放射線照射殺菌技
術の適用に関する属性では、放射線照射殺菌
技術を適用した牛肉の選択を拒絶するネガ
ティブな非補償型選択ルールの存在が示唆
された。 
（３）本調査実施結果 
 プレテストでの牛肉の放射線殺菌処理技
術に対する消費者受容に関する調査結果に
おいて、非補償型選択ルールが強く消費者に
意識された結果が得られたことをふまえ、非
補償型選択ルールの表出が少ないと予想さ
れる低カロリー米のネット販売に関してプ
レ調査を実施した結果の検討を行い、本調査
を実施・分析した。 
 低カロリー米の消費者選択行動に関する
プレ調査データは、インターネットリサーチ
による選択実験を利用して収集した。評価対
象財を米とし、産地銘柄、価格の属性に加え
て仮想的な「低カロリー」属性を設定した。
プレ調査データを分析した結果、仮想的な
「低カロリー」属性についてポジティブな評
価とネガティブな評価が同時に存在してい
る可能性があることが示唆された。一方、「低
カロリー」属性に関する情報量が十分とはい
えなかったことも示唆された。そこで、本っ
調査では、プレテストと同様のインターネッ
トリサーチのフレームワークを適用しつつ
も、「低カロリー」属性に関する解説などの
改善を試みた。分析の結果、プレ調査と同様
に「低カロリー」属性をポジティブに評価す
る回答者とネガティブに評価する回答者が
存在していることが示唆されたが、「低カロ
リー」属性が付加された商品を選択しつづけ
る非補償型選択ルールをもつ回答者だけで
なく、「低カロリー」属性が付加された商品

を避ける非補償型選択ルールをもつ回答者
の存在も示唆された。 
（４）残された課題 
 本研究の残された課題として、以下の 2点
があげられる。 
第 1に、1つの属性の中に複数の非補償型

選択ルールが存在しているケースを対象と
した分析モデルの検討である。具体的には、
ブランドを属性項目の 1 つに設定した場合、
ブランド選択の硬直性には、特定のブランド
の選択に固執する行動と特定のブランドの
選択を拒絶する行動が考えられる。このよう
な 1つの属性に複数の非補償型選択ルールを
もつ消費者が存在する場合、本研究で適用し
た分析モデルにおいても捕捉は可能である
と予想される。しかし、アンケート調査が、
この問題に対応した設計となっていないこ
とから、明示的に分析モデルに双方の非補償
型選択ルールを取り入れることが今後の課
題となる。 
第 2に、参照点への依存性に関する問題で

ある。本研究で実施した選択実験では、同一
の被験者に複数回の選択質問を繰り返して
データを収集し、各質問から得られるデータ
は独立したデータとして計測されている。し
かし、前の質問で提示された金額や属性水準
が参照点となり、後ろの質問の回答に影響が
生じている可能性も検討する必要がある。 
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